
 
 
 
 
 
 

化学物質の危険性初期リスク評価ツール 
（労働安全衛生法 安衛則第四章などの規定を確認する方法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

平成 28年 4月 

一般社団法人 日本化学工業協会 

環境安全部 

 



化学物質の危険性初期リスク評価ツール 目次 
 
1. はじめに 
2. 目的 
3. チェックリスト方式の基本的考え方 
4. チェック項目の選択とチェックリストによる評価の流れ 
5. 終わりに 

 
添付資料 
1. 表 1 GHS分類と安衛法の危険性分類の区分対応表及び労働安全衛生法上適用さ
れる危険性と物質リスト 

2. チェックシート事例 
3. 参考資料リスト 
 
  



1. はじめに 
 平成 27年 6月施行の労働安全衛生法改正により、SDS提供等が義務付けられた 640
物質について、化学物質の危険、有害性に関しリスクアセメントを実施することが義

務化となった。さらに、2015年 9月、厚生労働省労働基準局より化学物質等による危
険性又は有害性等の調査等に関する指針（リスクアセスメント指針）が公示され、有

害性とともに危険性に関してもリスクアセスメントを実施することとされている。 
そこで、安衛令別表１に定める危険物および同等の GHS分類による危険性のある物

質について、リスクアセスメント手法の一つとして厚生労働省より示されている『危

険または健康障害を防止するための具体的な措置が労働安全衛生法関係法令の各条項

に規定されている場合に、これらの規定を確認する方法』の一つである安衛則第四章

などの規定を確認する方法に関し、日本化学工業協会労働安全衛生部会のもとに労働

災害防止検討会を開催し、有志によりチェックリスト方式でのリスクアセスメント手

法を取りまとめることとした。 
 
労働災害防止検討会における検討経過 
・経緯： 
2015年 7月 チェックリスト方式の検討開始 
2015年 9月～2016年 1月 計 3回チェックリストの内容を検討 
2016年 3月 チェックリストの最終確認 

 
・メンバー： 
一般社団法人日本化学工業協会 労働安全衛生部会メンバー有志 7社 
事務局 環境安全部 労働安全衛生部会担当 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2. 目的 
 労働安全衛生法に基づく化学物質の危険性に関するリスクアセスメントの簡易的手

法としてチェックリスト方式のアセスメント手法をとりまとめることとした。実施者

としては、主に中小規模事業所を対象とし、法的規制を確認することにより簡易にリ

スク評価する手法を目指した。また、労働安全衛生のみならず、爆発、火災の予防に

関係する法令（消防法、高圧ガス保安法、石油コンビナート等災害防止法）に関して

も各事業場の化学物質の取扱状況等に応じてチェック項目を追加できる形式とした。 
本チェックリストは主に法的規制に関する事項を整理しているが、規制の内容によ

っては、リスクアセスメントの対象となる設備等によって講ずべきリスク低減措置の

重要度に差異が生じるため、具体的実施にあたっては経済的負担とその措置の効果等

を総合的に判断することが求められる。特に地震、津波等の自然災害に対する対策は、

極めて大きなハザードが想定されるが発生の頻度等の発生確率は極めて低い場合が多

く、経営層を含めて十分な検討と判断が必要となる場合があるため、詳細な検討が必

要となることに留意すべきである。 

 

3. チェックリスト方式の基本的考え方 
 法的規定の確認に基づいていることから、すべての項目に関して所定の措置が実施

されていなければならない。化学物質の危険性の重大性の程度や取り扱い方法、条件

によりリスクの大きさが異なることから、リスクアセスメントガイドラインに示され

ている下記の実施時期に、実施済みの具体的な防止措置が十分か否か、あるいは新た

なリスクが顕在化する可能性がないかなどを確認する必要があり、リスク低減措置が

不十分であると判断される場合などには、費用対リスク低減効果を勘案しつつ自主的

に追加的措置を講じるよう努めるべきである。 

本チェックリストは危険性に関しての初期リスク評価法として位置づけられるもの

であり、厚生労働省より公表の『化学物質による爆発・火災等のリスクアセスメント

入門ガイドブック』に準拠し、追加的に初期リスク評価を実施することがより効果的

である。さらに詳細なリスク評価が必要と考えられる場合は、専門的知識を有する関

係者、専門家をいれ化学反応のプロセス等による災害のシナリオを仮定した詳細な評

価等を実施することが望ましい。爆発、火災に関してより詳細なリスクアセスメント

を実施する場合は、保安事故防止ガイドラインとして当協会が発行している『保安事

故防止ガイドライン』、安全衛生総合研究所が公表している『プロセス災害防止のため

のリスクアセスメント等の進め方』等の活用も効果的であり、推奨する。 

 また、化学プラントの変更時等のリスクアセスメントを確実に実施するに当たって、

『化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針（2015 年 9 月公表）』
に基づくとともに、『化学プラントの爆発火災災害防止のための変更管理（基発０４２

６第２号）』に示されている事項に留意の上、リスク低減措置を徹底することが求めら



れる。さらに、化学物質の取り扱いにおける非定常作業時に関しては通常の作業に比

べ危険性のリスクが高くなる場合が多く、事前にリスクアセスメントを実施し、爆発・

火災等への防止措置を講じる必要がある。非定常作業のリスクアセスメントの実施に

は、中央労働災害防止協会発行の『化学設備等における非定常作業の安全』等が参考

となる。 
 
実施時期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4. チェック項目の選択とチェックリストによる評価の流れ 
 基本的なチェック項目は安衛令別表１に定める危険物および同等のGHS分類による
危険性のある物質について、安衛則第四章などの労働安全衛生法に係る規定を確認す

る方法として整理している。さらに、本チェックリストの使用者の判断により、危険

物，高圧ガスの取り扱い状況、プラント立地の地域的な状況、個別の条件などにより

消防法、高圧ガス保安法、石油コンビナート等災害防止法に関する項目をオプション

項目として選択できるよう整理した。また、参考資料として法的な定期検査表等を示

した。保安 4 法の各制定の背景、目的等については石油産業技術研究所の保安教育テ
キスト 第２章 法規及び規程類にわかりやすく記載されている。（参考資料リスト参

照のこと） 
なお、『安衛令別表１に定める危険物および同等の GHS 分類による危険性のある物

質』の特定のため、安衛令別表１に定める危険物と GHS分類による危険性との対応表
として表 1 を示した。本対応表は一般的な危険性の目安として示すものであり、化学
物質の危険性によっては、労働安全衛生法上の危険性分類上追加すべき項目があるこ

とに留意しなければならない。また、GHS分類上の金属腐食性は直接的には爆発、火
災の要因とはならないが、設備の腐食により漏えい等につながり、間接的に危険性の

リスクが高まる要因となることに注意すべきである。 
 

労労働働安安全全衛衛生生規規則則にに基基づづくく確確認認項項目目のの構構成成ににつついいててのの注注記記  
・ 確認項目として労働安全衛生規則の第四章 爆発、火災等の防止のうち第二節 危険物

等の取扱い等、第三節 化学設備等、第四節 火気等の管理、第五節 乾燥設備、第六

節 アセチレン溶接装置及びガス集合溶接装置、第八節 雑則からリストアップしてい

る。 
・ 一般的な化学設備においては主に第二節、第三節、第四節、第八節の各項目が法的規定

に該当する。第五節、第六節の項目については、当該設備を設置している事業所は法的

規定として確認する必要がある。 
・ 第七節 発破の作業、第七節の二 コンクリート破砕器作業は化学設備、危険物等の一

般的な取り扱いに該当しないため、確認項目より除外しているが、該当する作業がある

場合は随時追加、確認を検討すべきである。 
 
 
 
 
 
 
 



以下にチェック項目の選択のフローからリスク評価、低減措置等への流れを示す。 
Step1 チェック項目の選択フロー 

 
 
Step2 チェックリストによる法的規定項目の適合性確認 
 
Step3 リスク低減措置の内容の検討 
 
Step4 リスク低減措置優先順付とその実施 
 
Step5 チェックリスト確認結果、低減措置の周知と保存 
 

5. 終わりに 
当協会の労働安全防止検討会のもと、会員企業メンバーの協力により、労働安全衛

生法上の化学物質の危険性について、安衛則第四章などの労働安全衛生法に係る規定

を確認することにより危険性についてリスク評価するチェックリストを示し、簡易に

初期リスク評価をする方法を取りまとめた。本チェックリストは法的義務を順守する

ためのみに作成したものではなく、各事業所の関係者が SDS等により取り扱っている
化学物質の危険性を把握し、取り扱い方法、設備の状況等を確認し、リスクマネジメ

ントシステムの実施事項の一つとして計画的にリスク低減を図っていくことを本質的

目的としている。 
化学物質の有害性による労働者の健康障害を防止するとともに、爆発・火災事故を

防止することは設備の損傷などの経済的損失、人的損失等のリスク管理につながるも

のであり、ビジネス上の信頼向上、地域社会への責任等を果たす意味でもレスポンシ

ブル・ケア理念の具体的活動のひとつといえる。本リスク評価ツールを初期リスク評

価として活用し、評価結果に応じて、より詳細な検討を計画的、実効的に実施しリス

ク低減につなげることを期待する。 

●製造、または使用している化学物質の危険性を特定する（別表第一の物質あるいはそれらの混合物）
　１）別表1の物質及びそれらの混合物に該当するか？
　２）取り扱っている物質のSDSを整理し、危険性のGHS分類結果から別表１と同等の危険性を有する物
質及びそれらの混合物に該当するか？
　　↓
●危険性を有する物質を取り扱っている作業あるいは設備を特定する
　　↓
●リスクアセスメントの対象の範囲を決定する（プラント単位か、取り扱い作業単位かなど）
　設備面に関して基本はプラント単位を推奨する
　　↓
●リスクアセスメントの対象に関して安衛法に加えてその他の該当する法令をオプションとして追加する
か否かを決定する
　消防法、高圧ガス保安法、石油コンビナート等災害防止法に該当する項目を追加するか？
　　↓
●該当する法令に基づき、基本のチェックリストに追加する項目を選択する









































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無断転載を禁ず 
 
                   一般社団法人 日本化学工業協会  環境安全部   

〒104-0033 中央区新川１－４－１（住友六甲ビル７F）  
                           ＴＥＬ：０３－３２９７－２５６８ 
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